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2B12 ソフトウェア 対米大幅入超の 分析と事業創造への 影響 

0 清家形 敏 ( 富 m 大経済 ) , 張 一弛 ( 中国北京大学 ) , 馬 淑薄 ( 中国国務院 ) , 

坂井真由美 ( 富山大経済 ) 

1, 序 論 

ソフトウェア 対米入超を改善するための 国家政策と企業、 個人の課題を 問題とする。 視点は事業創造であ る。 

ソフトウェア 貿易の統計は OECD でもほとんど 無 整備な状態であ り、 米欧 日 はどこも自国のソフトウェア 貿易 

の 実態を把握できていない。 入超出超は推定するしかない。 統計が比較的整備されているのは 代表的ソフトウェ 

ア 輸出国のインド、 イスラエル、 アイルランドの 3 国であ る。 さて、 日本の主要企業に 対する会員アンケート㏄ ソ 

フトウェア輸出入統計調査 コ 社団法人 日本電子工業振興協会・ 社団法人 情報サービス 産業協会、 1999 年 ) を 

もとに日本のソフト 貿易を考察する。 日本におけるソフトウェア 輸出入額 (1999 年 ) は、 ソフトウェアに 関する 

輸出総額 93 億円 ( 対前年比 106%) 、 輸入総額は 7201 億円 ( 対前年比 121%) 輸入は輸出の 77 倍であ る ( 同 ， 1999) 。 

入超の 9 割は米国であ る。 日本の大幅入超の 現状と改善の 政策を事業創造の 視点で考察する。 

2. ソフトウェア 貿易の状況 

ソフトウェアの 定義は世界中統一されてはいない。 これも統計の 整備を妨げている。 日米のソフトウェア 定義 

の 違いがあ り、 日本のソフトウェア 輸出入統計調査 (1999) と比較することは 限界があ る ( 注 1L 。 米国において 

は知的財産権 輸出全体に占める 割合は 13.8% であ る ( 下図 ) 。 米国の輸出額と 同調査 (1999) の輸入額は対応する 

はずであ るが統計の不備で 比較できない ( 注 2L 。 また、 米国は輸出によって 当殊 受けるべき利益の 3 分の 1 を失 

っている ( 下図 ) と認識しており、 輸出は特許戦略を 最重点にしつつあ る ( 注 3)0 
  

ソフトウェア 輸出における 知的財産権 の損失 
  知的財産権 帥 出 総額に占めるソフトウェア 笘 出額           

  Ⅰ知的財産 杜 Ⅰ 出棚甘 ⅠソフトウエアⅠ 出且 ト ソフトウェア 括出における 知的財産 桂 の 牡 世知的財産 杵 の損 田   実 苗山杖 

  
  

米国の輸出するソフトウェアのうち 日本が輸入しているソフトウェアの 年 変化は下図「ソフトウェア 輸出入 統 

計 2 米国」であ る。 全体に増加傾向にあ りカスタムソフトが 1999 年急増し、 べーシックソフトがやや 減少した。 

ソフトウェア 技術の輸入件数は 文部科学 省 科学技術政策研究所の 技術導入統計では 1996 年以降減少しているが、 

ソフトウェアの 構成比の変化がその 一因とも考えられ 現在分析中であ る。 

基本的には輸入は 1994 年以来急増し、 輸出は横這いであ る ( 下図 ) 。 その結果、 入超の幅は拡大し 1999 午に 77 

倍 に達した " 特に輸出が 1998 年からアプリケーションソフトが 急増したが、 今後とも輸入が 急増し、 輸出が伸び 

悩むといった 深刻な入超状態であ ることは変わりないと 思われる。 

この状況を改善する 方法は 3 つあ ると思われる。 1 つはハードウェアのソフト 化戦略であ る。 家電、 自動車の 

売上に占めるソフトウェアの 比率は 1980 年代から一貫して 増加している。 日本の輸出している 家電、 自動車が ソ 

フト化すれば、 全体としてソフトウェア 入超は改善される。 この点は現在調査中であ る。 
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さて、 残り 2 つはソフトウェアの 研究開発を行い、 米国との競争に 勝利することによる 輸出国家への 転換であ 

る 。 政府としての 政策であ る。 3 つはソフトウェアへの 特化による地域おこしで 輸出ドライブをかける。 これは 

地方自治体にもできる 政策であ る。 以下で、 政府の政策を 模索する。 

3. オープンソース 戦略による事業創造政策 

米国政府は基本的にオープンソース 戦略を採用している。 市場と内部組織のどちらがソフトウェアビジネ 、 スの 

資源をより獲得しやすいかは 重要であ る。 1980 年代以降、 明らかに外部資源を 取り入れるオープン 型の事業を行 

う 企業が成功を 収めるようになってきた。 これは企業以外の 組織すべてに 当てはまり、 国家、 非営利組織も 例外 

ではない。 シリコンバレ 一には有力な 半導体メーカーや 多くのべンチャ 一企業が生産拠点を 構えている。 このよ 

うな多くのべンチヤ 一企業が存在するシリコンバレ 一では、 小さな組織であ るほど イ / ベーティブであ ると考え 

られている。 

それに対し、 経済学の巨人であ るイノベーション 論の シュ ムベーターは ， 大きいことはいいことであ る， と 20 

世紀前半を考察して 説明した。 シリコンバレ 一のような小さい 企業はイノベーションで 明らかに大企業に 勝てる 

はずはないとの 考えであ る。 研究開発や人材育成には 莫大な費用がかかる。 そのような状況の 中で繰り返し イ / 

べ一 ションを進めていくことは か t な 組織では不可能であ るとしている。 大きければ大きいほど 強いというのが 

シュム ペータ一のイノベーションモデルであ る。 現在でも燃料電池をめぐる 自動車会社の 世界戦略はこの シュム 

ペーターモデルであ る。 世界で 600 万台生産しなければ、 燃料電池をめぐるイノベーションを 行う投資に耐える 

ことはできない。 

また、 経営学の巨人チヤンドラーも 20 世紀前半、 規模の経済の 原理を提 p 具 し、 Ⅱ、 さい企業より 大きい組織の 方 

が 有利であ ると考えた。 大きい企業ほど 沢山生産し、 沢山売れるためコストが 安くなる。 しかし、 これらの 2 人 

の 巨人の理論は、 80 年代以降シリコンバレ 一での相次ぐべンチャ 一の成功で揺らぎ 始めた。 2 人の理論は 1970 

年代までは説明できた。 しかし、 1980 年代に入ってマイコンキッズ や シリコシバレーキッズが 登場した。 数万 の 

べンチャーが I T 分野で登場した。 スタンフォードを 中心としてシリコンバレ 一での成功が 顕著になり始め、 90 

年代に入り、 小さな組織のほうがより イ / ベーティブであ るという考え 方が主流になった。 少なくとも シュムペ 

一 ター や チヤンドラ一の 考え方ではべンチヤ 一企業が大企業になぜ 勝つかということを 説明することができない。 
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それでは、 なぜ 1980 年代に入って シュム ペーターやチャンドラ 一の考え方が 当てはまもなくなったのか。 そ 

れは シリコンバレーベンチャーが ， T T 企業だから，であ る。 I T は社外の経営資源をあ たかも社内のように 統 

合 でき、 開発、 生産、 販売ができる。 まさしく、 オープンシステムの 最適な道具であ った。 また、 I T は投資額 

が 競争力の決定的要件でない 場合が多い。 家庭の主婦でもネットワークを 使い大企業と 競争できる。 

4. ベンチャー登場を 予測する政策 

サンマイクロシステムズの 創業者であ るマクニ リ 一会長は、 「情報産業、 情報技術 (I T) とは固有技術ではな 

く、 全ての産業、 全ての社会において 共通に存在するものであ って、 共通技術であ る」という考え 方を示してい 

る 。 このことは、 I T はすべての企業で 導入され、 その企業の体質を 変えていくものと 理解できる。 どのように 

変えていきそれは 何を意味するのであ ろうか。 

実は、 企業の仕事の 中身が次々 I T になっていくと、 あ る時点からその 企業の競争力は、 固有の産業技術では 

なく、 I T 技術になるのであ る。 バイオの固有技術が 競争力だと思っていたら、 いつのまにか、 次々コンビュー 

タ一 が導入され、 バイオでは I T の能力が固有技術より 競争力の源泉とになった。 それが現在の グ / ム 、 蛋白 設 

計 をめぐるバイオ・ 医薬業界の競争の 構図であ る。 

  T 化が一定の水準を 超えたら、 シュ ム ペーター・チヤンドラ 一の理論より、 シリコンバレーモデルの 理論に 

従 う 。 つまり、 企業を大きくするより、 小さくするほうが 有利になる。 武田製薬より、 セレ 一 うのほうが有利に 

なる。 それが下図であ る。 したがって、 ブレイクイーブン ( 交差する線は 産業の特性で 決まるため 図 1 では省略 

した ) を超えたらべンチャーが 蜘蛛の子を散らすよ う に登場することになる。 大企業は急速に 苦しくなる。 これ 

は クローズシステムからオープンシステムへの 転換の時でもあ る。 

図 - ベンチャ一企業の 登場分岐点 

仕事 陀 内容 

  
シリコンバレーモデル 

、 ンュム ペータ一の考え 
IT 

--- ラ t( 時間 ) 
ベンチャ一企業 場 ( フレークイーフン ) 

現在ではバイオの 分野において、 世界中でべンチャーが 登場してきている。 従来バイオ産業といえば、 医薬品 

関係、 食品関係など 多くの分野において 固有技術そのものであ った。 ところが現在、 医薬品業界や 食品業界では 

医薬品や食品の 研究において、 あ らゆるところでコンピューターを 使用している。 どの会社においても 仕事の中 

で TT を使っている 時間が急増している。 その結果、 ブレイクイーブンを 超えた。 ベンチャー登場の 時を迎えたの 

であ る。 例えば、 食品業界でかつては 食品の固有技術の 研究をしていた 人も、 現在では仕事の 半分任 は コンピュ 

ーターを使うようになっている。 食品の研究者とはいっても 半分 位は コンピューターを 使いながら研究を 行って 

いる。 それと同様に、 自動車業界でも。 自分は トョタ の社員だが、 自動車の開発はやっていない ，という人間は 

多い。 ，自分は車の 開発をやっているが、 その多くはコンビューターを 使っている，という 人間も増加している。 

現在は全ての 業界において 固有技術の部分が 減少し、 IT の部分が増加しているという 傾向があ る。 固有技術が 

大部分を占めているうちは、 シュ ム ペータ一のイノベーションモデルで 説明することができるが、 その業界内で 

IT の部分が増加すると t O 時間 ) 軸のどこかで シュム ペータ一のモデルから、 シリコンバレ 一のモデルに 変わる 

ブレークイーブンに 到達する。 そして、 ブレークイーブンに 到達した瞬間にべンチャ 一企業が登場するのであ る。 

この原理に基づくと、 コンピューター 業界は 1980 年代にブレークイープンに 到達し、 現在ではバイオ 業界におい 
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て ブレイクイーブンがきた。 その後、 自動車業界 他 、 すべての産業にブレイクイーブンが 来るだろうと 考えられ 

る。 つまり、 業界における 仕事の中身を 支配する原理が シュム ペーターモデルからシリコンバレーモデルに 変化 

する時二ブレイクイーブン 以降では、 大企業よりべンチャ 一企業のほうが 有利になる。 これがべンチャ 一企業 登 

場の理論であ る。 

このべンチヤ 一 登場論によってシリコンバレー の べンチャ一企業を 説明することができる。 そして、 この考え 

方 に立つと世界の 全ての産業にやがてべンチャ 一企業が登場すると 考えられる。 世界中どの産業もまもなくべン 

チャ一企業の 挑戦を受けるのであ る。 そして、 もっとも興味深いことは、 その産業における IT の進展具合を 調べ 

， る と によって、 その業界でべンチヤ 一企業の登場する 時期が分かるという 点であ る。 この原理に立って 米国の 

政策をみてみよう " 米国では、 約 80% 。 の企業がインキュ ベ一 タ から独り立ちし 事業を継続しており、 独自で立ち 

上げた企業は、 大半が 5 年以内に倒産しているのが 現状であ る。 大学をべ ー スにしたインキュベータとして、 レ 

ンセラー・ポリテニック・インスティチュートが 設置されたのは 1980 年であ り、 そのころインキュベータ 数は 10 

以下であ った。 現在は、 800 以上のインキュベータが 設立され、 1/3 はテクノロジ 一に特化した 活動を行っている。 

米国では、 インキュベータがすでに 大きな結果をはたしており、 2 万の事業者がインキュベータの 支援により 事 

業を継続し、 各事業者が何万ドルという 売上を実現している。 こうした企業が 2 5 万人以上を継続的に 雇用して 

いる。 また、 米国のインキュベーダでは、 入所者から相場より 15% ～ 20% 高目の家賃を 取り、 その対価として 教育、 

コンサルタント、 人脈提供、 情報提供を行っている。 インキュベータ 自体がコスト 感覚を持ち、 家賃収入やいろ 

いろな形での 収入から経費を 差引き、 健全な財政を 保っている。 資金を活用し、 起業家を支援・ 育成している。 

日本のインキュベーダでは、 箱 枕行政的な立派な 施設を建設し、 入所家賃も低く 設定され傾向にあ る。 運営資金 

に関してもコスト 感覚が少なく、 米国の支援との 大きな違いが 存在している。 

5. 結語 地域による輸出ドライプ 

上記の米国の 政策の基本は 分散であ る。 そ う 考えて い くと、 政府の機能を 地方自治体が 果たすことが 考えうる。 

アイルランド 抽出傾向 2 アイルランド 甘出 傾向「 斡 出先 

独立系ソフトウェア 企圭 上位 10 社の   
アイルランド 拠点割合 

Ⅰアイ J し ランド■その 他 

0% 50% 100% 

主務 用 アフリケーショ 

PC 用ソフ 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

アイルランドは 人口 370 万人、 イスラエルは 人口 550 万人に過ぎない。 これは北陸 3 県に相当する 規模であ る。 

地域分権 が進む現在、 両輸出大国についての 考察が重要になってきている。 

注 1 . 米国の統計と 同調査 (1999) の数字を比較した。 

注 2 : ソフトウェア 貿易は主要企業以覚だけを 把握するのでは 困難であ り、 コンテンツ、 ハードウェアとソフトウェアが 一体化 

したものも多い。 例えば、 日本の自動車、 部品に内蔵 されたソフトウェアの 輸出額は年間 1 兆円を超える 可能性があ り、 それを 

考慮すると日本は 出超になるとの 見方も出来る。 

注 3 : 米国のソフトウェア 特許戦略は年々厳しくなっている ( 文部科学者科学技術政策研究所より 近刊予定 ) 。 

『覚国技術導入の 動向分析 平成 6 年度山科学技術庁 1996 年 

『覚国技術導入の 動向分析 平成 8 年度山科学技術庁 1998 年 
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